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＜１　経営革新／新連携＞

	番号
	項　　目
	チェック

	１
	中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律により、行政庁から「経営革新支援計画」の承認を得ている。
＜行政庁の承認書及び計画書を添付＞
	

	２
	中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律により、行政庁から「異分野連携新事業開拓計画」の認定を得たプロジェクトに参加している。

＜行政庁の認定書及び計画書を添付＞
	


· １、２のいずれかに該当すること。
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＜２　地域産業資源活用＞
	番号
	項　　目
	チェック

	１
	中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律第6条第1項の規定に基づく認定を受けている。

＜行政庁の認定書及び計画書を添付＞
	


（認定を受けていない場合）　下記の１～３の全てに該当すること。
	番号
	項　　目
	チェック

	１
	新商品開発等で活用する資源が、県が「地域産業資源活用事業の促進に関する基本的な構想」で特定した地域産業資源に該当する。
＜　　　　　　　　　　　　に該当＞
	

	２
	当該地域産業資源の活用について何らかの新たな発想や工夫が見られる。
＜新たな発想や工夫が見られる点＞

	

	３
	当該事業によって需要開拓が図られる見通しであり、当該事業における域外に対する商品等の販売が増加し、それが当該中小企業者の総売上高にとって５％以上である。
＜　　　　　％以上＞
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＜３　農商工連携＞
	番号
	項　　目
	チェック

	１
	中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律により、行政庁から「農商工等連携事業計画」の認定を得たプロジェクトに参加している。
＜行政庁の認定書及び計画書を添付＞
	


（認定を受けていない場合）　下記の１～３の全てに該当すること。
	番号
	項　　目
	チェック

	１
	中小企業者と農林漁業者が連携し、互いの経営資源を活用している。
中小企業

者

名前

経営資源

農林漁業

者

名前

経営資源

互いの経営資源の

活用方法


	

	２
	連携して行う事業が、当該事業者にとって、新商品又は新サービスの開発や生産または需要の開拓である。
＜当該事業者にとって新たな取組＞
＜需要の開拓の見込＞


	

	３
	中小企業者の総売上高が相当程度（概ね３％以上）増加する。
· 中小企業者
年後に　　％増加

※事業計画が3年後であれば3％、4年後であれば4％、5年後であれば5％以上増加すること
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＜４　トライアル発注事業＞
	番号
	項　　目
	チェック

	１
	佐賀県トライアル発注事業で選定された新製品又は新サービス等である。
（選定年月日　　　平成　　年　　月　　日）

＜県の選定通知書を添付＞
	

	２
	佐賀県トライアル発注事業で選定された製品等の生産体制が確立、または生産に向けての具体的な計画がある。
＜生産体制＞


	


· １、２の両方に該当すること。
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＜５　新規性・独創性のある新製品または新サービスの事業化＞
	番号
	項　　目
	チェック

	１
	事業化しようとする新製品・新サービスが次のいずれかに該当する。
(1)

基本技術や造形に産業財産権を有しているもの。他社所有の場合は、実施許諾を受けているもの。※単なる販売代理店は含まない。
(2)

国、県、独立行政法人又は財団法人佐賀県地域産業支援センターの補助または委託を受けて開発又は開発に着手しようとするもの。
(3)

大学又は公設試験研究機関との共同研究により生まれたもの。
(4)

その他、新規性・独創性が認められるもの。
· (1)～(3)については、それを証明する書類の添付。
· (4)については、下記に具体的に記載のこと。

	

	２
	事業化しようとする新製品・新技術に市場性がある。
＜市場性の考え方＞


	

	３
	生産体制が確立、または生産に向けての具体的な計画がある。
＜生産体制＞


	


· １～３の全てに該当すること。
